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１ 施 設 の 概 要 
（平成 31 年 4 月 1 日現在） 

 
(1) 名  称 新潟県消費生活センター 
 
(2) 所在地 ・消費生活センター（平成 8 年 7 月 11 日移転） 
   〒950-0994 新潟市中央区上所 2 丁目 2 番 2 号（新潟ユニゾンプラザ 1 階） 
   ℡ 相談専用 025(285)4196 
     事務室 025(281)5516 
  ・商品テスト室 
         〒950-2144 新潟市西区曽和 314-1 新潟県保健環境科学研究所内 
   ℡ 025(263)9415 
 
(3) 開設年月日 昭和 45 年 11 月 12 日 
 
(4) 開館時間 事務室  午前 8 時 30 分から午後 5 時 15 分まで 
  展示・閲覧室 午前 9 時から午後 6 時まで 月～金 
  相談受付時間 月～金曜日は午前 9 時から午後 5 時まで 
    土曜日は午前 10 時から午後 4 時 30 分まで（電話相談のみ） 
    （来所相談は予約制） 
 
(5) 休館日 日曜日・祝日・年末年始 
 
(6) 施設の規模  

ア 消費生活センター         538.24 ㎡ 
(内訳)  所長室      27.81 ㎡ 

  事務室    98.83 ㎡ 
  展示・閲覧室  148.10 ㎡（一部新潟 NPO 協会が使用） 
  研修室   101.45 ㎡ 
  オープンテスト室 100.48 ㎡ 
  倉 庫    32.69 ㎡ 
  その他    28.88 ㎡（新潟県保健環境科学研究所 3 階） 
イ 商品テスト室    71.8 ㎡ 

 
(7) 展示・閲覧室見取図 
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２  分 掌 事 務 及 び 組 織 
 

(1) 分掌事務 

ア 消費生活に関する教育、知識の普及に関する事項 
イ 消費生活に関する相談及び苦情処理に関する事項 
ウ 不当な商取引行為の調査等に関する事項 
エ 消費生活情報オンラインシステム運営に関する事項 
オ 消費生活に関係する商品テストに関する事項 
カ その他消費生活に関する事項 

 
(2) 組  織 

               所長代理（事務吏員）         不当取引行為専門調査員（嘱託員）   

  消費生活センター所長   主  査（事務吏員）         消費生活相談員（嘱託員） 

               県民生活課兼務職員（事務吏員）  

                     

          商品テスト室（兼務） 

           保健環境科学研究所生活衛生科長  研究員（技術吏員） 

 

 (3) 職 員 数 

    所  長  1 名  県民生活課兼務職員 事務職員      7 名      

  所長代理  1 名     （商品テスト室） 

  主  査  1 名         生活衛生科長   1 名 

  調 査 員  1 名     主任研究員   1 名 

  相 談 員  8 名      研究員                   1 名 

    計          12 名               計      10 名 

                                                  

(8) 新潟ユニゾンプラザ 1 階の県消費生活センター位置図 



 
 
 
 
 
 

令和元（平成 3１）年度 事業計画 
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3 令和元(平成 31)年度事業計画 

(1) 啓発講座 

県民の消費生活の安定及び向上を図るため、最近の消費者問題等を通じて消費者の知識、判断力等

を身に付けてもらうための普及啓発講座を開催するとともに、市町村や各種団体が実施する啓発講座

に講師を派遣する。 

 

① 消費者力アップ講座（消費生活センター主催） 

商品・サービスを見極める確かな目を養い、消費者の自立を支援するため講座を開催する。 

回 開催日 テ ー マ 

1 ９月 13 日（金） キャッシュレス決済の知識 

～消費税増税！ポイント還元を受け取るときに気をつけたいこと～  

2 10 月 17 日（木） 発信しよう！新潟の発酵食文化 

～全国に誇る新潟の発酵食品あれこれ～ 

3 11 月 7 日（木） 先ず、捨てることから始めよう！収納の工夫術 

～身のまわりを整理して上手な収納を実践しましょう！～ 

 

② 簡易テスト講座（消費生活センター主催） 

くらしに役立つ情報を実験形式で習得できる講座をグループ等からの要望で開催する。 

 テーマ 内   容 

1 ちょっと気になる食品の糖度 糖度計による食品中の糖分の測定 

2 
旨い！でもその塩分は大丈夫？ 

～測ってみましょう『我が家のみそ汁』～ 

塩分計を使ったみそ汁、スープ、カップ麺などの塩分の測

定 

3 賢く使おう食用油 揚げ油の品質テストと食用油の種類や特徴 

4 知っている？家庭で汚した水のこと 家庭排水の汚れをパックテストを用いてＣＯＤを測定 

5 もっと知ろう！輸入かんきつ類の防かび剤 
輸入かんきつ類の防かび剤の表示の見方や種類について

の理解とビタミンＣの測定 

6 
お米の種類と保存方法 

～知識を深めておいしく食べよう～ 
米の鮮度の測定と正しい保存方法 

 

③ 啓発講座講師派遣支援 

くらしに役立つ知識や最近の消費生活情報について、各地域・グループなどで自主的に取り組む

講座や学習会などに、講師を派遣する。 

 支援期間 平成 31 年 4月～令和 2年 2月 

№ テーマ 内  容 

1 だまされないで！悪質商法 
悪質商法による被害の未然防止や被害にあってしまった場合の対処法に

ついて、契約の基礎知識やクーリング・オフなどを含めて学習する。 

2 
セカンドライフの生活設計 

～退職後のﾏﾈｰﾌﾟﾗﾝ～ 
 退職後の生活設計や保険、必要なお金のことなど、役立つ情報を学習する。 
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 ④ 大学や専門学校等での出前講座 

若者に対する悪質商法被害の未然防止のため、新入生等を対象に消費生活問題に関する講義を行

う。 

 

(2) 啓発・情報提供事業 

① 全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO
パ イ オ

-
－

NET
ネ ッ ト

）の活用 

国民生活センターをホストとするオンライン端末機を利用して、全国の相談情報、判例情報、商

品テスト情報等を検索し、相談業務や消費者被害の未然防止に活用するとともに、消費者、市町村

消費生活相談窓口等関係機関に情報提供する。 

また、より迅速、的確に情報提供するために県消費生活センター、県民生活課と県内 21 市町消

費生活センターや消費生活相談窓口とを結ぶ「新潟県消費生活情報ネットワークシステム」を積極

的に運用する。 

② センターレポート（事業概要）の作成 

センターにおける啓発教育業務、相談処理業務、商品テスト業務等の概要をとりまとめ、年 1回

発行する。 

③ 生活情報にいがた「くらしほっと」の作成 

消費生活に役立つ各種の情報や相談事例等を提供するため、「くらしほっと」を年 2回、市町村、

関係行政機関、消費者団体等に配布する。 

④ テレフォンサービスの実施 

携帯電話のサイト料金請求トラブルやクーリング・オフの方法など、相談の多いトラブルの対処

方法や基本的知識を、電話（025－285－7000）を利用して情報を提供する。 

4 種類の情報から聞きたい情報を選択できる。 

⑤ 悪質商法被害防止共同キャンペーンの実施 

若者と高齢者の悪質商法に対する注意喚起と被害の未然防止を図るため、県内の消費生活センタ

ー等と共同で悪質商法被害防止キャンペーンを行い効果的な消費者の意識啓発を実施する。 
・「若者向け特別電話相談」  令和 2 年 1 月 16 日(木)～17 日(金)実施予定 
・大学等との消費者被害防止のための懇談会  令和元年 11 月頃開催予定 
・「高齢者向け特別電話相談」 令和元年 9 月 19 日(木)～20 日(金)、令和 2 年 2 月 13 日(木)～ 
14 日(金)実施予定 

⑥ 展示・閲覧室における情報提供 

消費者への情報提供のため、相談事例・消費生活情報について、リーフレット・パンフレット等

の展示・配布のほか、消費生活関連 DVD の視聴や図書等の閲覧及び貸出しを行う。 

⑦ 報道機関を通じての情報提供 

各講座の募集や相談事例などを必要に応じて資料提供するほか、相談受付状況など作成の都度提

供し、被害の未然防止を図る。 

⑧ ホームページ 

消費者被害情報や相談事例、毎月の消費生活相談の受付状況など、消費生活に関する様々な情報  

をホームページ「はい！新潟県消費生活センターです」の中で提供する。 
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URL：http://www.pref.niigata.lg.jp/shohiseikatsu/ 

⑨ 消費者啓発に向けた広報活動 

マスコミ等を活用し、消費生活トラブルの未然防止や消費者啓発のための広報を行う。 

 

(3) 相談業務等 

消費者利益の擁護並びに消費生活の合理化と向上のため、消費者の苦情や相談に応じ、迅速な解決

と効果的な処理を行う。 

また、市町消費生活センター、市町村消費生活相談窓口及び市町村消費者行政担当窓口との連携に

より、消費者被害の未然防止を図る。 

① 相談業務 

      月～土曜日の電話相談を実施。（受付時間：月～金曜日午前 9 時から午後 5 時まで、土曜日午前

10 時から午後 4 時 30 分まで）なお、来所相談は月～金曜日で原則予約制。 

② 弁護士相談 

    相談処理上法律的な専門知識を要する相談について、必要に応じて相談者同席で月 1回弁護士相

談を実施。また、緊急に相談が必要な場合に対応するため、随時相談も併せて実施する。 

③ 消費生活相談員等研修会 

    県消費生活センター、市町消費生活センター、市町村消費生活相談窓口における相談員等を対象

に、多様化、複雑化する消費生活相談に的確に対応するため、専門家（弁護士等）を招いて新しい

消費生活知識・法令等の研修を年 4回行う。 

    

(4) 商品テスト業務 

 ① 簡易テスト講座 

      消費者団体等からの要望により実施する。 

 ② 消費生活相談による苦情テスト 

      センターにおける試験設備能力及び予算の範囲内で実施するとともに、必要に応じ（独）国民生

活センター及び（独）製品評価技術基盤機構（NITE）に依頼する。 
 ③ 試買テスト 

今年度は実施しない。 

 

(5) 市町村支援事業 

 ① 市町村消費生活相談（窓口）体制整備事業 

市町村消費生活相談（窓口）体制整備を促進するため、市町村消費生活相談員等をセンターで受

入れ研修を実施するほか、当センター相談員を派遣し、市町村における消費生活相談の実施を支援

する。 

 ② 出張情報交換会 

   市町センター及び市相談窓口からの要望を踏まえて、県センターの相談員が市町センター等に出

向き、日頃の相談に関する問題点や課題について、市町センター相談員等と気軽に情報交換を行

い、県と市町の相談員間の一層の連携を図る。 

 ③ 市町村専用相談電話「市町村ホットライン」の設置 
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    市町村の消費生活相談窓口における業務を支援するため「市町村ホットライン」（℡025-285-4183）

を設置し、市町村消費生活相談担当者からの相談に対応する。 

 

(6) 持込食材の放射性物質検査 

 ① 目的 

   消費者が自ら選んだ食材の放射性物質の検査を行うことにより、食品の放射性物質に関する理解

を深めると共に、その結果を公表することによって食の安全・安心の確保につなげていくことを目

的とする。 

 ② 申込先 

検 査 場 所 予約申込先電話番号 

新潟県消費生活センター 

新潟市中央区上所 2-2-2（新潟ユニゾンプラザ１階） 
０２５－２８１－６００１ 

社団法人新潟県環境衛生中央研究所 

長岡市新産 2-12-7 
０２５８－４６－７１５１ 

一般財団法人上越環境科学センター 

 上越市下門前 1666 
０２５－５４３－７６６４ 

 ③ 予約受付時間  午前９時～午後４時（土日祝日、年末年始を除く） 

 ④ 検査方法    簡易型ガンマ線スペクトロメータによる簡易検査 

 ⑤ 検査核種    セシウム 134、セシウム 137 

 ⑥ 検査対象    県内在住の消費者が自家消費する食材 

 ⑦ 検査結果    検査申込者に通知するとともに県のホームページに結果数値等を掲載 



 
 
 
 
 
 

平成 30 年度 事業実績 
 

 
 

      第１回消費者力アップ講座 

（テーマ：有料老人ホームの種類と選び方のポイント 

～有料老人ホーム等の高齢者向け住まいのこと～） 



(1)　センター利用状況

4 5 6 7 8 9 10

24 24 26 25 26 23 26

449 420 453 485 400 437 480

来　　所 30 24 21 28 17 22 33

電　　話 415 392 427 457 380 405 445

文　　書 4 4 5 0 3 10 2

11 12 1 2 3 合　計

24 23 23 23 25 292

429 357 389 378 439 5,116

来　　所 15 23 25 17 27 282

電　　話 406 330 362 355 411 4,785

文　　書 8 4 2 6 1 49

年末29日～
31日閉館

年始1日～3
日閉館

開 所 日 数

相 談 者 数

備       考

    ４　 平成30年度事業実績

開 所 日 数

相 談 者 数

備       考

区分
月別

区分
月別
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(2)講座等の開催状況 

① 消費生活啓発講座（講師派遣）    

くらしに役立つ知識や最近の消費生活情報を提供するため、各地域、グループなどで自主的に取り

組む講座や学習会に講師を派遣した。 

○ テーマ 

1 だまされないで！悪質商法 

2 セカンドライフの生活設計～退職後のマネープラン～        

（相談員・事務職員） 

№ 月日 会   場 テーマ 
参加

人数 
№ 月日 会   場 テーマ 

参加

人数 

1 5/29(火) 高陽荘 1 19 7 10/30(火) 新潟ユニゾンプラザ 1 105 

2 6/6(水) アトリウム長岡 1 30 8 11/2(金) 県警察学校 1 30 

3 6/7(木) 新潟ユニゾンプラザ 1 47 9 12/16(日) 新潟ユニゾンプラザ 1 46 

4 6/8(金) 新潟ユニゾンプラザ 1 33 10 12/17(月) 日本銀行新潟支店 1 13 

5 7/10(火) 新潟ユニゾンプラザ 1 117      

6 8/23(木) 柏崎市産業文化会館 1 40 計 10回 480 人 

（県消費者協会、県金融広報委員会から講師が派遣されている講座） 

  
№ 

月日 会   場 テーマ 
参加

人数 
№ 月日 会   場 テーマ 

参加

人数 

１ 5/22 (火) 秋葉区田家町内会館 1 12 6 11/28(水) 三条市一ノ門スナックKIKI 1 27 

2 6/14(木) 糸魚川市能生楽習ｾﾝﾀｰ 1 36 7 12/24(月) 佐渡市畑野寺田集落ｾﾝﾀｰ 1 12 

3 7/24(火) 燕市中央公民館 1 15 8 1/25(金) クロスパル新潟 2 14 

4 9/8（土） 関川村小見集落ｾﾝﾀｰ 1 18      

5 10/15(月) 長岡市高齢者センターふそき 2 9 計 8 回 143 人 

 

② 簡易テスト講座 

№ 月 日 テーマ 会 場 参加人数 

1 6/7(木） ちょっと気になる食品の糖度 白新コミュニティハウス 17 

2 11/8(木) ちょっと気になる食品の糖度 オープンテスト室 28 

3 11/27(火) お米の種類と保存方法 まちなかキャンパス長岡 18 

  計 3 回 63 人 

 

③ 消費者力アップ講座（消費生活センター主催）    

商品・サービスを見極める確かな目を養い、消費者の自立を支援するための講座を、県民を対象と

して開催した。 

回 月日・時 テーマ 講 師 参加人数 

1 
7/5(木) 

13：30～ 

有料老人ホームの種類と選び方のポイント 

～有料老人ホーム等の高齢者向け住まいのこと～ 

公益社団法人全国有料老人ホーム協

会事業推進部  稲田 順一氏 

44 

2 

9/6(木) 

13：30～ 
清涼飲料水のお話し  

～晴朗飲料水の正しい取扱い方と自動販売機の役割～ 

一般社団法人全国清涼飲料連合  

広報部長県自販機部長 前田 剛氏 

広報室長 甲斐喜代美氏 

37 

3 

10/4(木) 

13：30～ 

暮らしの中の危険と損害保険 

～暮らしとかかわりの深い損害保険の補償内容や加入

のポイント～ 

一般社団法人日本損害保険協会  

北関東支部  三柴 啓一氏 

35 

計 3 回 116 人 
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④ 大学や専門学校等での出前講座   

若者に対する悪質商法被害の未然防止のため、9 校（延べ 10 回）で新入生等を対象に消費生活問

題に関する講義を行った。 

№ 月 日 テーマ 会 場 参加人数 

1 4 月 2 日(月) 日常生活の中の契約トラブル 新潟中央短期大学 75 

2 4 月 9 日(月) 「自立した消費者」をめざす暮らしの知恵 明倫短期大学 84 

3 4 月 17 日(火) 消費者力をアップして自立した消費者になろう！ 日本歯科大学新潟生命歯学部・短期大学 120 

4 4 月 17 日(火) 自立した消費者をめざそう！ 新潟調理師専門学校 73 

5 4 月 25 日(水) 消費者力をアップして自立した消費者になろう！ 国際子ども・福祉カレッジ 9 

6 6 月 7 日(木) 消費者力をアップして自立した消費者になろう！ シェフパティシエ専門学校 75 

7 7 月 9 日(月) 消費者力をアップして自立した消費者になろう！ 新潟看護医療専門学校村上校 42 

8 7 月 25 日(水) 日常生活の中の契約トラブル 新潟工業短期大学 85 

9 10 月 25 日(木) 消費者力をアップしよう!! 
新潟美容専門学校  

ジャパン・ビューティ・アカデミー 
45 

10 2 月 5 日（火） 消費者力をアップして自立した消費者になろう！ 新潟調理師専門学校 20 

  計 10 回 628 人 

 

(3) 啓発・情報提供事業の実施状況    

① 全国消費生活情報ネットワークシステム（PIO-NET）の活用 

② センターレポート発行 年 1回 

③ 生活情報にいがた「くらしほっと」（消費者行政課と共同発行）季刊（年２回発行）42,900 部 

④ テレフォンサービス 

情報数 4テーマ（相談の多い 4 種類のトラブル対処方法） 延利用数 175 件 

[参考] 4 テーマ 

・クーリング・オフの方法 

・携帯電話のサイト料金請求トラブル 

・ハガキ等による覚えのない請求の対処法 

・多重債務に陥った場合 

⑤ 高齢者向け啓発用リーフレット「みんなで見守り 悪質商法を STOP！」65,000 部 

⑥ 高齢者向けポスター 415 枚 

⑦ 若者向け啓発用リーフレット「悪質商法に注意！」 41,000 部 

⑧ 若者向けポスター 385 枚 

⑨ ATM 用カレンダー付き啓発カード 133,050 枚（半年用 54,550 枚 一年用 78,500 枚） 

⑩ 高校生向け消費者教育副読本 

「Caution!（ｺｰｼｮﾝ）高校生なら知っておきたい！“これからを生きる”応援ブック」41,400 部 

     パワーポイント版 CD－ROM 168 枚 

⑪ 新潟県消費生活センター及び消費生活ホットライン周知啓発用スライダーポーチ 3,000 個 

⑫ 国民生活センター作成チラシ 3種類 各 3,000 枚 

⑬ 悪質商法被害防止共同キャンペーンの実施 

・特別電話相談「高齢者トラブル 110 番」の設置 

平成 30 年 9 月 20 日（木）～21 日（金）午前 9時から午後 6時まで（相談件数 18 件） 

・特別電話相談「高齢者トラブル 188 番」の設置 

平成 31 年 2 月 14 日（木）～15 日（金）午前 9時から午後 6時まで（相談件数 17 件） 

・特別電話相談「若者トラブル 188 番」の設置 

    平成 31 年 1 月 17 日（木）～18日（金）午前 9時から午後 6時まで（相談件数 3件） 
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⑭ 多重債務無料相談会の実施 

国の多重債務相談強化キャンペーンに応じ、県弁護士会、司法書士会、国、市町村や関係機関

との連携により開催 

 ・時期 平成 30年 11 月～12月(相談件数 16 件) 

・会場 ７か所(参加 8市町村)    

⑮ 展示・閲覧室 

  消費生活関連 DVD・図書の閲覧及び貸出し、パネルの展示 

⑯ 報道機関を通じての情報提供（新聞、テレビ、ラジオ） 

⑰ ホームページでの情報提供 

消費者被害情報や相談事例、クーリング・オフの方法、相談の受付状況などを提供 

［参考１］ホームページで注意を呼びかけた消費者被害情報、注意喚起等 22 件 

（県消費生活センター） 

  

［参考２］ホームページで提供した相談事例 

時 期 テーマ 

 ４月 情報商材のトラブル 

 ５月 架空請求のトラブル 

 ６月 美容医療サービスのトラブル 

 ７月 フリマアプリのトラブル 

 ８月 中古自動車購入のトラブル  

9 月 光回線（コラボ）の契約トラブル 

10 月 ネット通販のトラブル 

11 月 「海産物を送る」などの勧誘電話にご注意を！ 

12 月 友人や知人から誘われて契約・・・マルチ商法のトラブルにご注意を！ 

１月 「お金を上げる」「悩みを聞いて」～悪質な出会い系サイトに要注意～ 

２月 健康食品の送りつけ商法にご注意ください！ 

３月 携帯電話契約のトラブル 

 

⑱ 消費生活センターの周知に向けた広報活動 

マスコミ等の活用により、身近な消費生活相談窓口としての消費生活センターの周知を図った。

（消費者行政課と共同実施） 

時 期 取 組 内 容 

１月 新聞への記事広告掲載 

9 月、2 月 
高齢者の消費者被害防止に向けた広報 

ラジオ番組内での注意喚起、 

１～3月 
若者の消費者被害防止に向けた広報 

ラジオ番組内での注意喚起、コンビニ店頭及びバス車内ポスター掲示 

                                     



(4)　消費生活相談の受付状況

① 　相談件数

（4.2％)である。

相談が大部分を占めている。

年  度 相談件数合計 年  度 相談件数合計
11 4,926 21 6,640
12 5,710 22 7,029
13 6,930 23 6,623
14 9,909 24 6,410
15 14,910 25 6,491
16 17,400 26 5,953
17 11,103 27 6,060
18 8,699 28 5,193
19 8,139 29 5,284
20 6,663 30 5,116

          表１　相 談 方 法 別 件 数

合　計 苦　情 問合せ 要　望
30 合　　　計 5,116 4,901 214 1
年 来　　　所 282 274 8 0
度 電　　　話 4,785 4,578 206 1

文　　　書 49 49 0 0
29 合　　　計 5,284 5,098 186 0
年 来　　　所 264 258 6 0
度 電　　　話 4,982 4,803 179 0

文　　　書 38 37 1 0

　平成30年度の相談件数は5,116件で、平成29年度（5,284件）と比べ168件の減少と

なった。その内訳は、苦情相談が4,901件（95.8％）、問い合わせ、要望が215件

　相談方法別では、電話による相談が4,785件（93.5％）、来所による相談が282件

（5.5％）、手紙や電子メールなどの文書による相談が49件（1.0％）と電話による
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図1 消費生活相談年次推移（過去20年間）

問い合わせ、要望

苦情相談
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② 　相談者（契約当事者）の属性

　相談者（契約当事者）の男女別（図2）でみてみると、男性が2,266件（44.3％）、女性が

2,454件（48.0％）、その他（団体等、不明）が396件（7.7％）となっている。　

　職業別（図3）では、給与生活者1,448件（28.3％）が最も多く、次いで家事従事者963件

（18.8％）、無職960件(18.8%)、自営・自由業127件(2.5％)、学生108件（2.1％）、その他

(団体等、不明）1,510件（29.5％）となっている。

　年代別（図4）では、70歳代以上が886件（17.3％）、60歳代が811件（15.9%)、50歳代が

626件（12.2％）、40歳代が532件(10.4％)となっている。また,65歳以上は1,334件（26.1％）

となっている。

③ 　相談内容

ア　相談分類別件数の内訳

　  商品・役務（サービス）別相談件数（図5）を見てみると、商品に関する相談は2,436

  件（47.6％）、役務に関する相談は2,480件（48.5％）となっている。

　  商品や役務に属さない相談（近隣関係、慣習、しきたり等）は200件（3.9％）となっ

  ている。

74 

246 337 
532 

626 
811 886 

1,604 

1,334 
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1,500

2,000

２０歳代未

満
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上
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件数 図4 年代別相談件数

男
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その他
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図2 男女別相談件数
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イ  相談内容別件数

　  相談内容の比率（図6）でみてみると、最も多い相談内容は「契約・解約」（39.7％）で、

  「販売方法」（32.3％）、「品質・機能・役務品質」（9.0％）、「接客対応」（6.1％）、

  「価格・料金」（5.7％）となっている。

ウ  相談の多い商品・役務
　  相談の多い商品・役務は以下（表２）のとおりである。

順位 平成30年度 件数 順位 平成29年度 件数

1 商品一般 1,025 1 商品一般 876

2 インターネット情報 635 2 インターネット情報 865

3 インターネット接続回線 273 3 インターネット接続回線 340

4 健康食品 165 4 健康食品 176

5 不動産貸借 130 5 不動産貸借 140

6 四輪自動車 117 6 四輪自動車 133

7 工事・建築 112 7 フリーローン、サラ金 123

8 フリーローン、サラ金 111 8 工事・建築 99

9 電気 84 9 携帯電話サービス 64

10 携帯電話サービス 71 テレビ放送サービス 63

表2　相談の多い商品・役務上位10品目

10

契約・解約 3,507件

39.7%

販売方法 2,853件

32.3%

品質・機能・役務品

質 799件 9.0%

接客対応 536件

6.1%

価格・料金 506件

5.7%

法規･基準 162件

1.8%

表示・広告 152件

1.7%

安全・衛生 77件

0.9%

買物相談他 250件

2.8%

図6 相談内容別件数

契約・解約

販売方法

品質・機能・役務品質

接客対応

価格・料金

法規･基準

表示・広告

安全・衛生

買物相談他

※相談件数1件で複数の内容があるた
め、受付件数5,116件より多くなってい
る

商品

2,436件

47.6％役務

2,480件

48.5％

他の相談

200件

3.9％

図5 商品・役務別相談件数

商品

役務

他の相談
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④ 　特殊販売（訪問販売等）に関する相談

平成30年度  件（％）平成29年度  件（％）前年度比 件  (％）

5,116 5,284 △ 168 96.8%

1,998 100.0% 2,327 100.0% △ 329 85.9%

訪問販売 228 11.4% 297 12.8% △ 69 76.8%

通信販売 1,358 68.0% 1,569 67.4% △ 211 86.6%

マルチ取引 44 2.2% 52 2.2% △ 8 84.6%

電話勧誘販売 314 15.7% 316 13.6% △ 2 99.4%

ネガティブ・オプション 18 0.9% 30 1.3% △ 12 60.0%

訪問購入 31 1.6% 42 1.8% △ 11 73.8%

その他無店舗 5 0.3% 21 0.9% △ 16 23.8%

（注）ＳＦ商法、アポイントメントセールスの用語説明は、16ページの表7を参照

　特殊販売(訪問販売・通信販売・電話勧誘販売・その他無店舗販売など）に関する相談は
1,998件（全相談の39.1％）である。平成29年度（2,327件）に比べると329件（14.1％）の減
少となった。
  内訳は、ＳＦ商法（注）やアポイントメントセールス（注）などを含む訪問販売が228件
(11.4.％)、サイト利用料の架空請求などを含む通信販売が1,358件（68.0％）、電話勧誘販
売が314件（15.7％）である。

内
　
　
訳

表3　特殊販売に係る販売購入形態別件数

販売購入形態

図7　　相談件数と特殊販売件数の推移
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　(件）

　合　計 店舗購入 訪問販売 通信販売
マルチ
取引

電話勧
誘販売

ネガティ
ブ・オプ
ション

訪問購入
その他
無店舗

不明・
無関係

合 計 5,116 734 228 1,358 44 314 18 31 5 2,384

20歳未満 74 10 3 49 1 0 0 0 0 11

20 歳 代 246 42 12 91 22 6 2 0 0 71

30 歳 代 337 71 9 131 3 12 1 0 1 109

40 歳 代 532 97 24 208 2 18 1 0 0 182

50 歳 代 626 68 20 216 3 30 2 4 1 282

60 歳 代 811 99 28 189 3 56 2 2 0 432

70歳以上 886 81 70 117 1 92 3 17 2 503

不 明 1,604 266 62 357 9 100 7 8 1 794

65歳以上 1,334 133 83 204 3 126 4 18 2 761

〔用語の説明〕
マルチ取引　          　……

ネガティブ・オプション　……注文していないのに一方的に商品と請求書を送りつけてくるもの
その他無店舗　　　　　　……展示販売等

⑤　若者、高齢者（契約当事者）の相談傾向
　ア　若者の相談
　　　20歳代までの若者からの相談は320件(表4）で、平成29年度（410件）より90件減少した。
    販売方法別（表4）では、通信販売140件、店舗購入52件、マルチ取引23件、訪問販売15件、
　　電話勧誘販売6件、ネガティブ・オプション2件、訪問購入0件、その他無店舗0件、
　　不明・無関係82件となっている。
　　　トラブルとして多かった商品は以下（表5）のとおりである。

順位 件数(件) 順位 件数(件)

1 インターネット情報 77 1 インターネット情報 110

2 商品一般 19 2 四輪自動車 27

3 不動産貸借 18 3 商品一般 23

4 健康食品 12 4 健康食品 21

5 フリーローン、サラ金 11 5 フリーローン、サラ金 18

6 ファンド型投資商品 11 6 不動産貸借 17

7 インターネット接続回線 9 7 インターネット接続回線 12

8 エステティックサービス 8 8 化粧品 8

9 四輪自動車 7 9 テレビ放送サービス 7

10 携帯電話サービス 6 10 レンタルサービス 6

表4　販売購入形態・年代別相談件数

商品を購入し、自分もまた商品の買い手を探し、加入者を増やしていくも
の

平成30年度

表5　若者の相談上位10品目

平成29年度
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　イ　高齢者の相談
　　　65歳以上の高齢者からの相談(図4）は1,334件で、平成29年度（1,243件）より91件増加した。
    販売方法別(表4）では、通信販売204件、店舗購入133件、電話勧誘販売126件、訪問販売83件、
    訪問購入18件、ネガティブ・オプション4件、マルチ取引3件、その他無店舗販売2件、不明･無
    関係761件となっている。なお、高齢者のうち70歳以上の相談は886件で、通信販売(117件)、
    電話勧誘販売（92件）、訪問販売（70件）が相談の約3割を占めている。
　　　トラブルとして多かった商品は以下（表6）のとおりである。

順位 件数(件) 順位 件数(件)

1 商品一般 426 1 商品一般 330

2 インターネット情報 121 2 インターネット情報 138

3 インターネット接続回線 102 3 インターネット接続回線 93

4 健康食品 42 4 健康食品 54

5 電気 36 5 工事・建築 24

6 工事・建築 30 6 ファンド型投資商品 22

7 ファンド型投資商品 26 7 金融関連サービスその他 20

8 固定電話サービス 20 8 テレビ放送サービス 19

9 ふとん類 19 9 修理サービス 13

10 修理サービス 18 9 固定電話サービス 13

9 他の行政サービス 13

⑥　「問題商法」に関する相談状況
　　販売方法に問題があるいわゆる「問題商法」のうち相談件数が多く寄せられている手口は以下
（表7）のとおりである。

（件）

平成30年度 平成29年度

1,579 1,767

うち架空請求 909 1,052

136 169

111 103

36 78

24 39

66 36

24 48

13 14

5 14

9 11

平成29年度

表7　商法・販売手口別件数

問 題 商 法 用 語 の 説 明

表6　高齢者の相談上位10品目

平成30年度

点 検 商 法
点検を口実に家に上がり込み、不安をあおって、ふとんや住宅リ
フォームなどを契約させるもの

アポイントメントセールス

当 選 商 法

S F 商 法

利殖になることを強調して投資や出資の契約させるもの利 殖 商 法

無 料 商 法

サイドビジネス商法

二 次 被 害

人を集め日用品等を無料で配り、雰囲気を盛り上げて商品を売り
つけるもの

「サイドビジネスになる」等をセールストークに何らかの契約を
させるもの

「当選した」「景品が当たった」「あなただけ選ばれた」など特
別扱いであるように思わせて契約させるもの

電話で事務所やファミリーレストランなどに呼び出し、言葉巧み
に商品を売りつけるもの

根拠のない架空の請求をして、支払わせようとするもの

一度被害にあった人を再び勧誘し、被害を与えるもの

二重請求、不当な取り立て等。架空請求、ワンクリック請求を含
む。

一人の消費者に次から次へと商品やサービスを売りつけるもの

無料をセールストークや広告に使い、商品やサービスを売りつけ
るもの

次 々 販 売

不 当 請 求

-16-



⑦　「危害」・「危険」に関する相談状況
　　　平成30年度の相談件数は67件（図8）で平成29年度(79件）に比べ12件の減少となり、その
    内容は「危害」46件、「危険」21件である。
　 　「危害」は商品などにより人身事故（けが）が起こった場合をいい、相談状況は表8のとお
    りである。
     「危険」は商品などにより危害に至っていないが、人身事故のおそれがあるものをいい、
    相談状況は表9のとおりである。

　図8　危害・危険に係る相談件数

　表8 危害（人身に危害が及んだもの）の相談状況（平成30年度）　　

分 類 商品・役務名 内　　　　容

商品一般
(1)

商品一般(1)
ショッピングセンターで買物をしていたら、店員が背後からカートを押
してきて、腰部辺りにぶつかり打撲した

魚介類（1） スーパーで鱸の刺身を購入して食べたら、夜中にお腹が痛くなり下痢を
飲料（1） インスタントココアを飲むと、２時間後位に腹痛を起こした

ネットで注文したダイエットサプリメントを飲むとお腹が緩くなる
ネットで定期購入の契約をしたダイエット飲料を飲んだら下痢になった
バストアップサプリを服用したところ、生理が来なくなった
フルーツ青汁を飲んだら肌に湿疹が出た
フルーツ青汁を飲んだら肌に湿疹が出た
ネットで購入した、痩身効果がある健康食品を飲むと下痢になった
ネットから購入した痩身サプリメントで胃が痛くなった
痩身サプリメントを飲んで湿疹が出て吐き気がした
ネットの広告を見て定期購入した酵素サプリで便秘になった
ネットで５００円の酵素サプリメントを購入し、飲んで下痢になった
トイレ用洗浄剤が霧状に噴出したため、喉と鼻が痛くなった
来訪したケアマネージャーが使用する柔軟剤の臭いが強すぎて、頭痛や
めまい、吐き気が起きた

室内装備品(1) ホームセンターで購入したい草の敷物の臭いがきついので返品した
他の住居品(1) 仕事で使用しているゴム手袋が原因で、手の指の色素が抜けて来た

被服品(1) 生地･糸類(1)
縫製加工業を営み、中国から輸入した反物を裁断する仕事をしていて健
康被害が出た

医薬品(1) 姉が、友人に勧められて半年分の漢方薬を購入し、服用したら病気に

医療用具(1)
眼鏡を購入して３ヶ月使用したら、つるが当たる両耳の前辺りが痒くな
り、炎症を起こした
ネット通販でまつげ毛美容液を購入し２度ほど使用したらまぶたに湿疹
ができた
ネット通販で４回の定期購入でシャンプー等を購入したが頭皮が痒くな

洗浄剤等(2)

保健衛生品
(10)

健康食品（10）

食料品
(12)

住居品
(4)

化粧品(6)
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赤ら顔に効くという化粧品を電話で申し込んだ。額に塗ると、目が染み
る感じがする
広告から申し込んだ男性用化粧水を使ったら痒みが出た
スマホで購入した美容液が肌に合わないので、解約したい
ネットで香水を購入したが、首等に付けたら肌が乾燥して白っぽくなり
痛痒くなった
ウイッグを購入し、装着したらテープで頭部がかぶれ、赤くなった
大手スーパーで購入した歯間ブラシを使用したら、舌にブラシ部分の一
部が刺さり、針で刺したような痛みがあった

戸建住宅(1) 自宅南側に建築中の家があるが音が煩くて埃もひどいので精神的苦痛が

衛生設備(1)
トイレ工事をした際、壁の修理のために塗料を吹き付けたら、家中に飛
び散り、咳が止まらず頭痛がする
ネイルスクールに通っていた時に、お試しで甘皮の処理の施術を受けた
ら、出血した
加圧によるトレーニングジムに入会した。トレーニング後にめまいがし
て気持ちが悪くなった
美容クリニックで、２回二重瞼の手術をしたら具合が悪い。他の美容ク
リニックから「直ちに処置しないと失明するかも」と言われた
整体で施術を受けたら、肩が痛み、次に施術を受けたら全身が痛くなっ
近所の整体院に行って、施術を受けた。２時間後からしびれはないが、
首に痛みが出て来て、今も痛い
２０１０年、義妹は歯列矯正の治療を受け、それが原因で体調不良にな
り別の病院へ通院している
歯医者で治療中に、治療用のハリが折れて歯の根に残っていたため大が
かりな治療になった
エステサロンでマッサージを受けたら足先から膝下が腫れ皮膚もかぶれ
３日前にエステティックサロンで体験をした。腕にあざが残っている
店内に料金表を掲示していない美容院で購入したオイルを使用したら痒
みが出たため返品を申し出たら断られた
美容院で白髪染めをして、地肌の染料を落とす薬剤で吐き気や頭痛が起
こり、救急車で医療機関に運ばれた
美容院に行き、特殊なシャンプー台でシャンプーをしてもらった際、店
員が正確な位置に誘導しなかったため首が痛くなった

衛生サービス
(1)

床下の白蟻駆除をしてもらった。駆除の薬品で、化学物質過敏症の自分
と娘は、家に入れなくなった
先日、飲食店での食事後、食中毒になった
県外に住む孫が、県外の寿司屋で友達と一緒にお寿司を食べて気分が悪
くなった

役務その他(1) スマホのカメラ機能が突然作動してスマホが熱くなり火傷をした

 表9 危険（危害には至っていないが人身事故のおそれがあるもの）の相談状況（平成30年度）

分 類 商品・役務名 内　　　　容

魚介類（1）
サクで購入したブリの刺身を自宅で切った後、まな板の上に動く虫を見
つけた。刺身は食べたが健康被害がでるのではないかと不安だ

菓子類（1）
県外の店舗で購入したそば饅頭を遊びに来た孫に食べさせた。残りを冷
蔵庫に入れようとしたら、賞味期限まで２か月近くあるにもかかわらず
カビが生えていることに気が付いた
最近、２～３年前に購入した電気ケトルを使用すると、コードが触れな
くなるほど熱くなる
ＩＨクッキングヒーターが使用中に内部から爆発音がして使用停止状態
になり、ブレーカーが切れ、そこから白煙が出た
テレビ通販で電気冷暖房器を購入したが使い方の説明が不足していた
為、壁やテーブルタップのコンセントから煙が出た

除湿機の電源ランプが切れていたので、スイッチの入切を繰り返したら
コードの付け根から火花が散った

他の住居品(1)
電動チェーンソーを説明書通りに作動しようとしたらロックが固くて解
除できずモーターが焼けた

パソコン･パソコ
ン関連用品(1)

リサイクル店で購入した中古のパソコンのＡＣアダプターから火花と煙
が出て、接続しているコードも膨張した

電話機･電話機用
品（5）

車中に置いていたスマホの充電器が発火して、車の内部が燃えた

教養・娯楽
サービス(2)

食料品
(2)

理美容器具･
用品(2)

医　　療(5)

保健・福祉
サービス

(11)

食生活機器(2)

教室・講座(2)

土地・建
物・設備

(2)

保健衛生品
(10)

教養娯楽品
(8)

空調･冷暖房機器
(2)

住居品(5)

理美容(5)

他の役務
(3)

外食・食事宅
配(2)

化粧品(6)
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スマホを夜間に充電して、翌朝充電器を外したら、スマホの充電器の差
込口や充電器の差込部分が焦げて変形していた

自宅でスマホを充電中に純正の充電コードとの接続部分から煙が出た

携帯電話の充電器が、熱を持って熱くなる

２０年以上前の携帯電話機は液漏れをしており、その液も乾いた状態で
電話機に付いていた

ネットオークションで購入したアマチュア無線機の安定化電源が、発火
した
パーンという音と共にテレビから白煙が出て画面が映らなくなった
新車納車日の翌日、走行中にＴＲＣというサインが点滅し車がガタガタ
と揺れ、タイヤがバーストした
外出先で車の不具合が生じ販売店でディスクブレーキを構成する部品を
交換した。制御不能になる可能性もあったと知り危険を感じた
昨年マニュアル車で信号待ちをして発進しようとしたらクラッチが切れ
なくなった。未だに修理が終わらない

自転車･用品
(1)

リサイクルショップで展示されていた自転車に試しに乗ってみたらサド
ルの位置が降下し転倒した

集合住宅(1)
アパートのＩＨクッキングヒーターがリコール製品であるにも拘わら
ず、今まで管理業者から何も連絡がなかった

衛生設備(1)
トイレ工事中に、壁から突き出たビスの修理のために塗料を吹き付けた
ら、家中に飛び散った

⑧　「多重債務」に関する相談状況

　　　平成30年度の相談件数は109件で、平成29年度（148件）と比べ39件減少した。

　　　県及び市町村、弁護士会、司法書士会が、平成30年11月から12月に県下7カ所において

　　共同で開催した多重債務者対策相談会に連携して取り組んだ。

 　　年代別受付件数

(5)　相談への対応状況 

     契約をめぐるトラブルについては、基本的には当事者間で解決されることを原則としてお

   り、相談対応の約7割が具体的な解決方法の助言である。　　 

     当事者間での解決が困難な場合には、助言を行うとともに、事業者団体や弁護士会等の相

   談窓口を紹介するほか、必要に応じてセンターであっせんを行うこと等により解決を図るこ

   ととしており、30年度のあっせん件数は120件で、そのうち解決件数は108件となっている。

土地・建
物・設備

(2)

自動車(3)

電話機･電話機用
品（5）

音響･映像製品
(2)

車両・乗り
物(4)

教養娯楽品
(8)

年代 件数
10歳代以下 0
20歳代 13
30歳代 16
40歳代 23
50歳代 8
60歳代以上 17
不明 32

計 109

205 174 161 142 148 109

0

500

25 26 27 28 29 30

件
数

年度

過去６カ年の年間相談件数

9

19

13

6 7 7

14

7
3

9 8 7

0

5

10

15

20

H30.4 5 6 7 8 9 10 11 12 H31.1 2 3

件
数

受付月

H30年度 月別受付件数
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【参考】相談への対応状況（R1.6月末現在）
　

(6)　弁護士相談の実施状況 

     月１回及び緊急相談が必要な場合に実施　　相談件数68件

(7)　県内消費生活センター相談員等研修の実施状況 

     消費生活相談員の資質向上と情報交換を目的として開催した。

(8)  商品テストの実施状況

　   平成30年度の商品テストは、実施しなかった。

     独立行政法人国民生活センターへ2件依頼した。

(9)　市町村支援事業

   　・市町村専用相談ホットラインの設置       受付件数　延136回

　　　年　　度   平成30年度   平成29年度

　相談合計 5,116 (100%) 5,284 (100%)

　助言（自主交渉） 3,598 (70.3%) 3,841 (72.7%)

　あっせん 120 (2.3%) 205 (3.9%)

　うち解決 108 (2.1%) 189 (3.6%)

　他機関紹介 51 (1.1%) 67 (1.3%)

　その他情報提供 1,267 (24.8%) 1,097 (20.7%)

　処理不能 42 (0.8%) 52 (1.0%)

　処理不要 16 (0.3%) 22 (0.4%)

　相談継続 22 (0.4%) 0 (0.0%)

注:

◯ 助言…トラブルに対して、自主解決の方法をアドバ

イスした場合 (例）クーリング・オフの仕方、架空請求

での連絡不要を助言

◯ 他機関紹介…センターの業務の範囲でない相談のた

め、本来機関を紹介した場合(例）賃金不払い→労働基

準監督署

◯ その他情報提供…トラブル発生以前の照会等で、ア

ドバイスや情報提供をしても助言に該当しない場合

○ 処理不能…何らかの物理的理由(連絡不能等）で処理
できなかった場合

　時　　期 　　機　　　関　　　名 　　　内　　　　容

平成30年8月 （独）国民生活センター ＡＣアダプター

平成31年2月 同上 眼鏡

回 月　日 テーマ 講　師

1 ６月２８日（木）
クレジットカードに関する消費者相談
事例

（一社）日本クレジット協会
　森　佐季子 氏

2 ９月１４日（金） 仮想通貨の基礎とトラブル
山本国際コンサルタンツ
代表　山本　正行　氏

3 １０月２４日(水）
通信販売のルールとトラブル
フリマアプリの仕組みとトラブル

（公社）日本通信販売協会
消費者相談室　石川康博  氏
楽天株式会社　渉外室
消費者政策課　片岡康子　氏

4 ３月８日（金）
相談員情報交換会、国民生活センター
消費生活相談員研修の伝達

県消費生活センター相談員
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(10) 持込食材の放射性物質検査の実施状況について

① 検査場所

地区 検 査 場 所 検査開始日

下越 新潟県消費生活センター（新潟市） H24年2月22日

中越 社団法人 新潟県環境衛生中央研究所（長岡市） H24年2月22日

上越 一般財団法人 上越環境科学センター（上越市） H24年2月29日

※平成２７年度から上越は受付のみで、検査は新潟で実施した。

② 検査方法

○ 簡易型ガンマ線スペクトロメータ（NaI(TI)シンチレーション検出器）による

簡易検査

○ 検査核種：セシウム134、セシウム137

○ 計測時間：1,200秒

③ 検査対象

○ 県内在住の消費者が自家消費する食材を対象

④ 検査結果（平成 31年3月末日まで）
ア 検査件数

平成30年度は稼働日数485日で4件の検査を行った。

区 分 合 計 下越 中越

総検査件数 4 0 4
稼動日数 485 244 241
日平均検査件数 0.01 － 0.02

イ 申込者地域別件数

申 込 者 居 住 地 検査件数

長 岡 市 ２

見 附 市 １

魚 沼 市 １

合 計 ４
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ウ 食材別検査件数

品 目 検査件数 うち検出せず 検出 うち暫定規制値超

米(餅糠含む)

農産物

山菜類 1 1
きのこ類 1 1
畜産物

水産物

飲料水

お茶

牛乳・幼児食

加食・その他 2 2
合 計 4 4

エ 産地又は採取地等別検査件数

（ア） 県内・県外

地区 検査件数 うち検出せず 検出 うち暫定規制値超

県内 4 4
県外 0

（イ） 県内市町村別

市 町 村 名 検査件数 うち検出せず 検出 うち暫定規制値超

小千谷市 2 2
見附市 1 1
魚沼市 1 1

合 計 4 4

⑤ ゲルマニウム半導体検出器を用いた確定検査の状況

ア 確定検査の対象

簡易型ガンマ線スペクトロメータ（NaI(TI)シンチレーション検出器）に

よる簡易検査で、平成24年4月1日からの「新基準値」の一般食品100 ﾍﾞｸﾚﾙ

／kgの1/2を目安に実施した。

イ 確定検査等の状況

なし
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⑥ 検査件数の年度別推移
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資 料 編 



店舗購入 訪問販売 通信販売
マルチ・マ
ルチまがい

電 話 勧
誘 販 売

ネガティブ
オプション 訪問購入

その他無
店舗販売

不明・
無関係

A 商品一般 876 1,025 24 3 63 4 4 2 6 0 919

B 食 料 品 309 302 41 8 138 3 25 3 0 2 82

C 住 居 品 165 166 39 16 54 5 0 3 4 0 45

D 光熱水品 49 102 8 6 0 0 24 0 0 0 64

E 被 服 品 189 171 28 4 100 0 2 4 15 0 18

F
保 健
衛 生 品

129 126 18 13 71 4 2 2 0 1 15

G
教 養
娯 楽 品

299 286 60 24 112 0 20 4 4 0 62

H
車 両 ・
乗 り 物

185 159 100 4 35 0 0 0 0 1 19

I
土地・建
物・設備

100 94 9 18 8 0 1 0 1 1 56

J 他の商品 12 5 0 1 2 0 0 0 0 0 2

2,313 2,436 327 97 583 16 78 18 30 5 1,282

K
ク リ ー
ニ ン グ

15 17 15 2 0 0 0 0 0 0 0

L
レンタル・
リース・貸借 172 164 72 7 1 1 0 0 0 0 83

M
工事・建
築・加工

100 112 19 19 2 0 0 0 0 0 72

N 修理・補修 63 76 22 11 15 0 0 0 0 0 28

O 管理・保管 13 6 2 0 0 0 0 0 0 0 4

363 375 130 39 18 1 0 0 0 0 187

P 役務一般 55 22 0 16 0 0 0 0 0 0 6

Q
金融・保険
サ ー ビ ス

328 332 48 12 21 16 4 0 0 0 231

R
運輸・通信
サ ー ビ ス

1,496 1,199 63 41 639 6 188 0 0 0 262

S
教 育
サ ー ビ ス

22 17 6 1 1 0 0 0 0 0 9

T
教養・娯楽
サ ー ビ ス

117 118 32 2 52 1 2 0 0 0 29

U
保健・福祉
サ ー ビ ス

146 137 81 4 7 0 0 0 0 0 45

V 他の役務 225 235 42 16 31 1 41 0 0 0 104

W
内職・副業・
ね ず み 講 22 15 2 0 5 3 1 0 1 0 3

X
他の行政
サービス

37 30 1 0 0 0 0 0 0 0 29

2,448 2,105 275 92 756 27 236 0 1 0 718

Z 160 200 2 0 1 0 0 0 0 0 197

5,284 5,116 734 228 1,358 44 314 18 31 5 2,384

資料1　商品・役務（分類）別販売購入形態相談件数（全体）

他 の 相 談

計

商
　
　
品

計

平成30年
度合計

合       計

分　類
平成29年
度合計

販売購入形態

役
　
　
務

計

商
品
関
連
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店舗購入 訪問販売 通信販売
マルチ・マ
ルチまがい

電 話 勧
誘 販 売

ネガティブ
オプション 訪問購入

その他無
店舗販売

不明・
無関係

A 商品一般 23 19 1 0 5 0 0 1 0 0 12

B 食 料 品 24 16 1 1 12 0 1 0 0 0 1

C 住 居 品 3 3 0 0 2 1 0 0 0 0 0

D 光熱水品 2 3 0 1 0 0 0 0 0 0 2

E 被 服 品 28 17 1 2 13 0 0 1 0 0 0

F
保 健
衛 生 品

10 6 0 0 4 2 0 0 0 0 0

G
教 養
娯 楽 品

21 16 2 0 11 0 0 0 0 0 3

H
車 両 ・
乗 り 物

34 13 7 0 5 0 0 0 0 0 1

I
土地・建
物・設備

1 4 0 2 0 0 0 0 0 0 2

J 他の商品 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

146 97 12 6 52 3 1 2 0 0 21

K
ク リ ー
ニ ン グ

1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

L
レンタル・
リース・貸借 23 21 12 0 1 0 0 0 0 0 8

M
工事・建
築・加工

1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

N 修理・補修 4 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0

O 管理・保管 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

30 23 13 0 2 0 0 0 0 0 8

P 役務一般 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Q
金融・保険
サ ー ビ ス

28 29 2 2 1 10 0 0 0 0 14

R
運輸・通信
サ ー ビ ス

142 110 1 6 74 5 5 0 0 0 19

S
教 育
サ ー ビ ス

1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

T
教養・娯楽
サ ー ビ ス

22 15 4 0 7 1 0 0 0 0 3

U
保健・福祉
サ ー ビ ス

14 15 12 0 1 0 0 0 0 0 2

V 他の役務 12 12 5 1 2 1 0 0 0 0 3

W
内職・副業・
ね ず み 講 5 8 1 0 1 3 0 0 0 0 3

X
他の行政
サービス

1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

225 191 26 9 86 20 5 0 0 0 45

Z 9 9 1 0 0 0 0 0 0 0 8

410 320 52 15 140 23 6 2 0 0 82

資料2　商品・役務（分類）別販売購入形態相談件数（若者）

分　類
平成29年
度合計

平成30年
度合計

販売購入形態

商
　
　
品

計

計

他 の 相 談

合       計

役
　
　
務

計

商
品
関
連
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店舗購入 訪問販売 通信販売
マルチ・マ
ルチまがい

電 話 勧
誘 販 売

ネガティブ
オプション 訪問購入

その他無
店舗販売

不明・
無関係

A 商品一般 330 426 4 1 10 0 2 1 1 0 407

B 食 料 品 94 80 7 6 14 0 20 2 0 1 30

C 住 居 品 57 57 11 12 15 1 0 1 3 0 14

D 光熱水品 15 41 3 2 0 0 12 0 0 0 24

E 被 服 品 27 25 5 2 3 0 0 0 11 0 4

F
保 健
衛 生 品

35 35 9 9 9 1 1 0 0 1 5

G
教 養
娯 楽 品

41 41 10 5 12 0 2 0 2 0 10

H
車 両 ・
乗 り 物

19 15 12 0 3 0 0 0 0 0 0

I
土地・建
物・設備

27 25 4 6 1 0 0 0 1 0 13

J 他の商品 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1

645 746 65 43 67 2 37 4 18 2 508

K
ク リ ー
ニ ン グ

3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

L
レンタル・
リース・貸借 7 15 7 1 0 0 0 0 0 0 7

M
工事・建
築・加工

24 30 6 9 0 0 0 0 0 0 15

N 修理・補修 14 18 3 7 5 0 0 0 0 0 3

O 管理・保管 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

49 63 16 17 5 0 0 0 0 0 25

P 役務一般 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Q
金融・保険
サ ー ビ ス

90 92 16 7 9 1 2 0 0 0 57

R
運輸・通信
サ ー ビ ス

289 277 13 10 114 0 70 0 0 0 70

S
教 育
サ ー ビ ス

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

T
教養・娯楽
サ ー ビ ス

15 12 6 1 3 0 0 0 0 0 2

U
保健・福祉
サ ー ビ ス

40 30 13 2 2 0 0 0 0 0 13

V 他の役務 53 50 4 3 2 0 17 0 0 0 24

W
内職・副業・
ね ず み 講 2 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0

X
他の行政
サービス

13 6 0 0 0 0 0 0 0 0 6

502 469 52 23 132 1 89 0 0 0 172

Z 47 56 0 0 0 0 0 0 0 0 56

1,243 1,334 133 83 204 3 126 4 18 2 761

資料3　商品・役務（分類）別販売購入形態相談件数（高齢者）

分　類
平成29年
度合計

平成30年
度合計

販売購入形態

商
　
　
品

計

計

計

他 の 相 談

合       計

役
　
　
務

商
品
関
連
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う

ち

苦

情

件

数

安

全

・

衛

生

品

質

・

機

能

法

規

・

基

準

価

格

・

料

金

計

量

・

量

目

表

示

・

広

告

販

売

方

法

契

約
（

解

約
）

接

客

対

応

包

装

・

容

器

施

設

・

設

備

買

物

相

談

生

活

知

識

そ

の

他

計

A 商品一般 1,025 998 1 7 18 11 0 9 876 879 31 0 1 0 2 1 1,836

B 食 料 品 302 284 19 62 16 26 3 37 146 186 33 3 0 0 0 1 532

C 住 居 品 166 158 10 80 10 15 1 9 72 66 21 0 0 1 1 0 286

D 光熱水品 102 100 0 9 3 20 0 1 56 45 6 0 0 0 1 0 141

E 被 服 品 171 167 1 41 2 15 0 9 108 108 15 0 0 0 0 0 299

F
保 健
衛 生 品

126 123 11 36 2 12 0 5 76 85 15 1 0 1 0 0 244

G
教 養
娯 楽 品

286 278 8 86 10 25 0 12 151 181 43 0 0 1 0 2 519

H
車 両 ・
乗 り 物

159 155 5 73 12 25 0 4 42 95 45 0 0 1 0 0 302

I
土地・建
物・設備

94 87 1 26 8 19 0 3 38 37 16 0 0 1 2 0 151

J 他の商品 5 5 0 2 0 0 0 0 2 1 1 0 0 0 0 0 6

2,436 2,355 56 422 81 168 4 89 1,567 1,683 226 4 1 5 6 4 4,316

K
ク リ ー
ニ ン グ

17 17 0 12 0 1 0 1 0 6 7 0 0 0 0 0 27

L
レンタル・
リース・貸
借

164 154 2 51 13 53 0 0 18 108 37 0 0 0 0 0 282

M
工事・建
築・加工

112 111 3 56 8 23 0 2 24 55 31 0 0 0 0 0 202

N 修理・補修 76 76 0 44 1 28 0 1 16 32 21 0 0 0 0 0 143

O 管理・保管 6 5 0 1 1 2 0 2 0 2 3 0 0 1 0 0 12

375 363 5 164 23 107 0 6 58 203 99 0 0 1 0 0 666

P 役務一般 22 22 0 0 0 0 0 0 21 22 6 0 0 0 0 0 49

Q
金融・保険
サ ー ビ ス

332 324 0 21 12 29 0 1 106 273 35 0 0 3 0 1 481

R
運輸・通信
サ ー ビ ス

1,199 1,186 0 85 16 100 0 22 909 983 79 1 1 2 0 2 2,200

S
教 育サー
ビ ス

17 16 0 4 0 5 0 0 4 13 5 0 0 1 0 0 32

T
教養・娯楽
サ ー ビ ス

118 114 2 15 8 23 0 10 46 93 19 0 0 1 0 0 217

U
保健・福祉
サ ー ビ ス

137 131 11 48 10 25 0 10 28 60 29 0 0 1 0 1 223

V 他の役務 235 221 3 31 10 47 0 13 97 154 33 0 0 6 0 0 394

W
内 職 ・ 副
業 ・ ね ずみ

講
15 15 0 0 0 0 0 0 13 15 0 0 0 0 0 0 28

X
他 の 行 政
サ ー ビ ス

30 20 0 9 2 2 0 1 4 8 5 0 0 0 3 2 36

2,105 2,049 16 213 58 231 0 57 1,228 1,621 211 1 1 14 3 6 3,660

Z 200 134 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 200 200

5,116 4,901 77 799 162 506 4 152 2,853 3,507 536 5 2 20 9 210 8,842

資料4　商品・役務(分類）別内容別相談件数(全体）

他 の 相 談

計

商
　
　
品

計

合       計

分　類

受
付
件
数

内容別相談件数（延べ）

商
品
関
連

計

役
　
　
務
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30年度 29年度 30年度 29年度 30年度 29年度

5,116 5,284 224 佐 渡 市 64 67 中魚沼郡

201 新 潟 市 2,243 2,251 225 魚 沼 市 42 47 482 津 南 町 17 22

202 長 岡 市 254 260 226 南魚沼市 50 69 刈羽郡

222 上 越 市 144 158 227 胎 内 市 81 112 504 刈 羽 村 20 14

204 三 条 市 202 208 岩船郡

205 柏 崎 市 70 74 北蒲原郡 581 関 川 村 1 9

206 新発田市 210 253 307 聖 籠 町 33 17 586 粟島浦村 1 2

208 小千谷市 69 60 西蒲原郡

209 加 茂 市 101 115 342 弥 彦 村 34 33 619 533

210 十日町市 80 85 南蒲原郡

211 見 附 市 65 76 361 田 上 町 49 39

212 村 上 市 85 83 東蒲原郡

213 燕 市 182 232 385 阿 賀 町 32 33

216 糸魚川市 67 54 三島郡

217 妙 高 市 38 60 405 出雲崎町 14 11

218 五 泉 市 131 151 南魚沼郡

223 阿賀野市 96 142 461 湯 沢 町 22 14

　　(件）

0 15 9

5,116 5,284 5,193

3,864 4,304 3,871

2,122 2,100 1,877

1,174 1,101 900

334 328 229

764 624 489

934 724 607

320 252 249

100 103 70

243 312 229

258 340 231

40 51 26

267 218 163

289 296 266

160 154 95

147 136 106

118 73 30

214 234 126

185 138 －

97 69 －

114 71 －

10 － －

16,870 16,927 14,766

       ※令和元年６月末集計値

胎 内 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

魚 沼 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

妙 高 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

阿 賀 野 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

南 魚 沼 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

三 条 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

見 附 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

小 千 谷 消 費 生 活 相 談 窓 口

燕 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

糸 魚 川 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

センター・窓口名

長 岡 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

上 越 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

平成30年度

新 潟 県 消 費 者 行 政 課

合　　　　計

柏 崎 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

新 潟 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

村 上 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

聖 籠 町 消 費 生 活 セ ン タ ー

十 日 町 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

新 発 田 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

加 茂 市 消 費 生 活 相 談 窓 口

佐 渡 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

五 泉 市 消 費 生 活 セ ン タ ー

県外・不明

                           資料5　　相談者の居住地別受付件数               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                           資料6　県内の各消費生活センター・消費生活相談窓口の相談受付状況

新 潟 県 消 費 生 活 セ ン タ ー

市町村名

県　　　計

市町村名 市町村名

平成28年度平成29年度
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説　　　　明

A 商品一般
商品の相談であるが特定できない相談、その商品・サービスが何なのか消費者が知らない
架空請求など

B 食 料 品 飲食に供される商品

C 住 居 品
主として家事に使用するものと住宅内で使用するもので生活必需品としての要素が強い商
品。家具、寝具類など

D 光熱水費
電気、ガス等のエネルギーを含む光熱品及び水道水等の水。供給元から各戸の親メーター
までの設備・器具を含む

E 被 服 品
衣類とその付属品等、身につけて使用するもの及びそれらを作るための生地、糸等の服飾
材料。アクセサリーなど

F
保 健
衛 生 品

人の身体を清潔にし、美化し、または健康を保ち、疾病を治療するために使用される商
品。医療用品、化粧品など

G
教 養
娯 楽 品

主として教養、事務または娯楽・趣味の目的で使用される商品。学習教材、書籍などを含
む

H
車 両 ・
乗 り 物

人または物を運搬するために屋外で使用するもの。自動車など

I
土地・建
物・設備

宅地等の土地、住宅用建物、住宅材料及び建築時に設置するのが一般的である相当大がか
りな住宅設備

J 他の商品 農機具、営業用製造・加工機械、家畜、山林の木・砂、看板、小判

K
ク リ ー
ニ ン グ

クリーニング業者に被服品、じゅうたん、カーテン等のクリーニングを依頼する場合、業
者が自己の営業所等で洗う場合

L
レンタル・
リース・貸借

商品を賃貸借する場合の相談。不動産の場合は使用賃借も含む。レンタカー、貸衣装、賃
貸アパートなど

M
工 事 ・ 建
築 ・ 加 工

ある商品に作ってもらう場合

N 修理・補修 品物を修理・補修してもらう場合

O 管理・保管
品物の管理、保管をしてもらう場合、マンション管理の場合、管理会社の管理だけでな
く、自治会管理も含む

P 役務一般 役務の相談であるがサービスを特定できない、または特定する必要がない相談

Q
金融・保険
サ ー ビ ス

生命保険・損害保険等の保険及び貯蓄・融資・振込・送金等の金融サービス。フリーロー
ン・サラ金など

R
運輸・通信
サ ー ビ ス

旅客・貨物運送及び電話、電報、郵便等の通信サービス。電話関連サービス、情報提供
サービスなど

S
教 育
サ ー ビ ス

学校教育、補習教育及びそれらの関連活動

T
教養・娯楽
サ ー ビ ス

教養、趣味、娯楽の目的で受ける役務。資格講座、宝くじなど

U
保健・福祉
サ ー ビ ス

保健・衛生を保つために受ける役務、身体を美化するために受ける役務及び福祉サービ
ス。エステテックサービス、衛生サービスなど

V 他の役務
サービス業のうち、Q～Uの各項目に該当しないもの。冠婚葬祭互助会、結婚相手紹介サー
ビスなど

W
内職・副業・
ね ず み 講

営利を目的とする販売・契約行為のうち、いずれにも該当しないが、消費者問題の範疇に
あると考えられる相談。商品先物取引、金融先取引など

X
他 の 行 政
サ ー ビ ス

消費者問題に直接関係ない相談で相談の相手方が行政機関である場合

Z 売り手対買い手という図式を持たない相談

分　類

資料7　分類の説明

他 の 相 談

商
　
　
品

役
　
　
務

商
品
関
連
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参考資料１

若者(29歳以下)からの相談状況について（30年度・全県）

（令和元年5月末現在での集計結果）

１ 相談件数の推移

○29歳以下の若者の相談件数は1,056件で、前年度から198件減少した。全体に占める割合は

6.3％だった。

○若者の支払額１万円以上の相談件数は14件増の209件で、全体に対する割合は13.2%だった。

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 30/29(%)

総相談件数(件) 16,674 16,684 14,766 16,927 16,852 99.6
（前年差） (▲112) (+ 10) (▲1,918) (＋2,161) (▲75)

29歳以下(件) 1,687 1,675 1,331 1,254 1,056 84.2
（前年差） (＋80) (▲12) (▲344) (▲77) (▲198)

若者の割合(%) 10.1 10.0 9.0 7.4 6.3

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 30/29(%)

支払額１万円以上(件) 1,730 1,612 1,557 1,502 1,586 105.6
（前年差） (▲401) (▲118) (▲55) (▲55) (＋84)

29歳以下(件) 268 237 204 195 209 107.2
（前年差） (▲2) (▲31) (▲33) (▲9) (＋14)

若者の割合(%) 15.5 14.7 13.1 13.0 13.2

（参考）＜最多件数＞ H16：36,670件

２ 販売形態別相談件数

○若者の相談件数の約43%が「通信販売」、次いで約24％が「店舗購入」。
○相談件数に占める若者の割合が高いものは「マルチ」で約39％、次いで約11%の「通信販
売」。

区 分
店 舗 訪 問 通 信

マルチ
電話勧 訪 問 その他 不 明

合 計
購 入 販 売 販 売 誘販売 購 入 無店舗 無関係

H29(件) 3,189 1,067 4,599 176 1,340 178 271 6,107 16,927
(構成比(%)) (18.8) (6.3) (27.2) (1.0) (7.9) (1.1) (1.6) (36.1) (100.0)

29歳以下（件） 318 56 582 32 36 4 18 208 1,254
(構成比(%)) (25.4) (4.5) (46.4) (2.5) (2.9) (0.3) (1.4) (16.6) (100)

H30(件) 2,886 862 4,023 117 1,511 134 179 7,140 16,852
(構成比(%)) (17.1) (5.1) (23.9) (0.7) (9.0) (0.8) (1.0) (42.4) (100.0)

29歳以下（件） 251 48 457 46 37 0 11 206 1,056
(構成比(%)) (23.8) (4.5) (43.3) (4.4) (3.5) (0) (1.0) (19.5) (100.0)

若者割合(%) 8.7 5.6 11.4 39.3 2.4 0 6.1 2.9
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○若者の「通信販売」に関する相談のうち、「ネット通販（商品）」は前年度から25%以上
減少した。

○なお、ネット通販で相談の多い商品は、四輪自動車、バッグ等で95%以上が価格が5万円
以下である。

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 30/29(%)

「通信販売」相談件数(件) 5,026 5,858 5,102 4,599 4,023 87.5

若者相談件数(件) 907 906 682 582 457 78.5

ネット通販(商品) 160 137 160 191 142 74.3

商品未着または所在不明 67 37 41 39 33 84.6

若者支払額1万円以上(件) 130 133 112 95 102 107.4

平均支払金額(千円) 264 225 349 234 298

○件数は少ないものの若者の比率が高い「マルチ商法」は、相談件数、１万円以上支払件数

は増加したが、平均支払金額は減少した。

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 30/29(%)

「マルチ商法」相談件数(件) 136 100 128 176 117 66.5

若者相談件数(件) 22 18 25 32 46 143.8

若者支払額1万円以上(件) 7 3 5 12 26 216.7

平均支払金額(千円) 559 276 379 626 479

３ 若者から相談の多い商品・役務の品目

○「アダルトサイト」、「出会い系サイト」等の「インターネット情報」をはじめとして、

上位は品目はいずれも減少した。

順位
30年度 29年度

（1,056件） 件数 前年差 (1,254) 件数

１ インターネット情報 230 ▲41 インターネット情報 271

２ 商品一般 56 ▲18 商品一般 74

３ 不動産貸借 52 ▲16 フリーローン・サラ金 72

４ フリーローン・サラ金 46 ▲26 不動産貸借 68

５ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続回線 39 ▲1 健康食品 58
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○若者の「インターネット情報」は、全体で40件程度減少した。「アダルトサイト」、「出会

い系サイト」は減少したが、「オンラインゲーム」は10件以上増加した。

○平均支払額1万円以上の支払件数、平均支払金額ともに増加した。

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 30/29(%)

インターネット情報 3,090 3,844 2,919 2,362 1,808 76.5

若者相談件数(件) 641 639 384 271 230 84.9

アダルトサイト 440 352 188 66 36 54.5

出会い系サイト 72 69 34 43 33 76.7

オンラインゲーム 27 26 30 27 38 140.7

若者支払額1万円以上(件) 50 62 41 37 51 137.8

平均支払金額(千円) 506 232 640 321 326

○若者の「出会い系サイト」に関する相談件数は減少した。支払額１万円以上の件数は増加

したが平均支払額は減少した。

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 30/29(%)

「出会い系サイト」相談件数（件） 221 217 149 173 156 90.2

若者相談件数(件) 72 69 34 43 33 76.7

若者支払額1万円以上(件) 22 25 19 14 19 135.7

平均支払金額(千円) 733 369 446 547 309

４ 特定の商品・役務等の相談状況

（１）商法・販売手口別

○「ワンクリック請求」、「架空請求」等の「不当請求」は、若者では相談件数（1,056件）

の約17%を占める。県全体の「不当請求」に占める若者比率は約3.5％
○これ以外では、「２次被害」は減少したが、「アポイントメント商法」、「サイドビジネス商

法」は増加した。

○「サイドビジネス商法」では「副業サイト」、「情報商材」、「ファンド型投資商品」の相談

が多い。

区 分
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 30－29
(件） (件) (件) (件) (件) 若者比率 (件)

不当請求 4,134 4,444 3485 5,357 5,198 ▲159

29歳以下 628 636 404 273 184 3.5 ▲89

サイドビジネス商法 136 119 136 196 200 ＋4

29歳以下 34 42 25 49 71 35.5 ＋22

２次被害 315 304 318 175 85 ▲90

29歳以下 17 41 41 13 4 4.7 ▲9

アポイントメント商法 94 72 50 89 49 ▲40

29歳以下 4 5 3 4 7 14.3 ＋3
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【参 考】若者からの相談事例（平成30年度）

インターネット通販 〜ホームページに記載のないキャンセル料を請求された〜

＜２０代・女性＞

海外のサイトで海外航空券を契約し、クレジットカードで決済した。キャンセルを申し出よ

うと思い、すぐに電話をかけキャンセルを申し出たら了承された。キャンセルを受け付けた旨

のメールが届くと、キャンセル料を請求するとされていた。ホームページには「契約から２４

時間以内にキャンセルを申し出ればキャンセル料がかからない」と記載してあった。メールで

返信しようとしたが出来なかった。ウェブ上でクレジットカードの請求を確認すると既に航空

券の代金が決済されていた。キャンセルしたいがとうしたらいいか。

マルチ商法 〜友人に誘われ契約してしまう〜

＜２０代・男性＞

友人に誘われ、海外の事業者に投資をすると儲かると言われた。他の友人を誘うと利益が増

えるとも説明された。何度も断ったが、契約をしてしまった。お金がないと言うと「消費者金

融で借りるように。」と言われ、仕方なく３０万円を支払った。契約書面も領収書ももらってい

ない。親族に相談し消費者金融からの借金は全額返金した。事業者に連絡すると「手数料以外

は返金する。」と言われたが、全額返金してほしい。どうしたらいか。

情報商材 〜簡単に稼げるという副業サイトで情報商材を購入したが・・・〜

＜２０代・女性＞

副業サイトを探していたら、「スマホをタップするだけで簡単にお金を稼ぐことが出来る。」という広

告を見て、マニュアル代金を振り込んだ。情報商材代として、さらに２０万円かかるとあったので、「お

金はない。」と言うと「クレジットカードで支払えばよい」と言われ、カードを作って決済した。マニ

ュアル通り作業してみたが、全く儲からない。簡単に稼げるとあったのにお金を稼ぐことが出来ない。

決済したお金を取り消したいが、どうしたらいいか。

架空請求メール 〜身に覚えがない請求が〜

＜２０代・男性＞

スマホに「有料動画の利用料金の未払いがあります。連絡するように。連絡しなければ法的

措置を取る。」というショートメッセージが届いた。どうしたらいいか。

＜２０代・女性＞

スマホに、メールが届き「確認したい内容があるので連絡するように」とＵＲＬが添付され

ていた。ＵＲＬにアクセスすると「有料アダルトサイト利用料が未納だ。退会費用を支払えば

個人情報を削除出来る。電子マネーで支払うように」と記載があったので、支払ってしまった。

支払ったお金を返金してほしい。どうしたらいいか。



- 35 -

アダルトサイト 〜動画再生をタップしたら、「登録完了」になる〜

＜１０代・男性＞

スマホでアダルトサイトに接続し、動画再生をタップしたら、登録完了になり、３０万円の

請求表示が出た。「退会希望の方はこちらへ。」とメールを送信するようになっていたので退会

メールを送ったら、迷惑メールがくるようになった。「書面を送付する」等の記載があるが、今

後どうしたらよいか。

出会い系サイト 〜掲示板で知り合い出会い系サイトに誘導された〜

＜２０代・男性＞ 15001-2018-04783
ＳＮＳの掲示板で知り合った女性に出会い系サイトに誘導された。会員登録は無料だったが、

コースに申し込むよう言われ、コンビニの電子マネーで支払った。女性とアドレスの交換をす

るには、さらに数万円支払うように指示された。高額で支払えないと申し出ると「減額する」

と説明を受け、女性とは一度通話ができた。現在さらに請求を受けている。退会したいがどし

したらいいか。

サイドビジネス商法 〜レビューの投稿をすると報酬がもらえる〜

＜２０代・女性＞

副業の仕事を探していたら、レビューの投稿をすると報酬がもらえるという仕事があった。

仕事紹介サイトを通して契約をしたら、相手から「サイトで音楽プレイヤーを購入して、指定

する住所に送付するように。」と指示されたので送った。レビューをそのサイトに投稿したら、

報酬とプレイヤーの代金が相手から振り込まれた。その後、支払い方法をカード払いに変更す

るように指示され、何回か指示通り買い物をして、レビューの投稿を繰り返したが、商品代金

と報酬の振り込みはなく、メールの返信も来なくなった。返金してほしいが、連絡が取れない。

当選商法 〜スマホに「当確情報」が届く〜

＜２０代・男性＞

スマホに「貴方は大手通信会社が売上の一部をプレゼントする企画に当確しました。１年間

に１人だけに、賞金１億円を差し上げます。ついては手数料が必要なので、指示通りに支払っ

て欲しい」というメールが入った。指示通りにコンビニでギフト券を購入し、その番号をメー

ルで送り、総額１５万を支払った。どうしたらいいか。
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参考資料２

高齢者(65歳以上)からの相談状況について（30度度・全県）

（令和元年5月末現在での集計結果）
１ 高齢者の年度別・年代別相談件数

○65歳以上の高齢者の相談件数は前年度から約11%増加し5,884件。全相談に占める 高齢者

割合は35％近くになった。

○支払額１万円以上相談件数は約6%増加し1,586件。高齢者の割合は約29%

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 30/29(%)

総相談件数(件) 16,674 16,684 14,766 16,927 16,852 99.6
（前年差） (▲112) (+ 10) (▲1,918) (＋2,161) (▲75)

65歳以上(件) 4,843 4,896 4,117 5,283 5,884 111.4
（前年差） (▲302) (＋53) (▲779) (＋1,166) (＋601)

高齢者の割合(%) 29.0 27.5 27.9 31.2 34.9

26度 27年度 28年度 29年度 30年度 30/29(%)

支払額１万円以上(件) 1,730 1,611 1,557 1,502 1,586 105.6
（前年差） (▲401) (▲119) (▲54) (▲55) (＋84)

65歳以上(件) 458 430 437 432 459 106.3
（前年差） (▲214) (▲28) (＋7) (▲5) (＋27)

高齢者の割合(%) 26.5 26.7 28.1 28.8 28.9

○60代はやや減少したが、70代、80代以上で増加した。

年 代 総相談件数 60代 70代 80～

29年度(件) 16,927 3,479 2,289 1,170
(構成比(%)) (100) (20.5) (13.5) (6.9)

30年度(件) 16,852 3,404 2,725 1,251
(構成比(％)) (100) (20.2) (16.2) (7.4)

増減率(%) 99.6 97.8 119.0 106.9

２ 販売形態別相談件数

○高齢者の相談件数は、「電話勧誘販売」が増加したが、これ以外の形態は減少した。

○高齢者の割合では「訪問購入」、「電話勧誘販売」、「訪問販売」、「その他無店舗」が高率。

店 舗 訪 問 通 信
マルチ

電話勧 訪 問 その他 不 明
合 計

購 入 販 売 販 売 誘販売 購 入 無店舗 無関係

H29(件) 3,189 1,067 4,599 176 1,340 178 271 6,107 16,927
(構成比(%)) (18.8) (6.3) (27.2) (1.0) (7.9) (1.1) (1.6) (36.1) (100)

65歳以上(件) 822 468 906 60 598 110 119 2,200 5,283
構成比(%) (15.6) (8.9) (17.1) (1.1) (11.3) (2.1) (2.2) (41.6) (100)

H30(件) 2,886 862 4,023 117 1,511 134 179 7,140 16,852
(構成比(%)) (17.1) (5.1) (23.9) (0.7) (9.0) (0.8) (1.0) (42.4) (100.0)

65歳以上(件) 758 425 847 29 774 85 72 2,894 5,884
構成比(%) (12.9) (7.2) (14.4) (0.5) (13.2) (1.4) (1.2) (49.2) (100.0)

高齢者割合(%) 26.3 49.3 21.1 24.8 51.2 63.4 40.2 40.5 34.9
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３ 高齢者からの相談が多い商品・役務の品目

○「商品一般」が前年度に比べ592件増加し、最多となった。

○「インターネット情報」は407件で前年度から86件減少した。

○これ以外では、「固定電話サービス」、「電気」の増加が目立つ。

順位 30年度 29年度
（5,884件） 件数 前年差 （5,283件） 件数

１ 商品一般 1,991 ＋592 商品一般 1,399

２ インターネット情報 407 ▲86 インターネット情報 493

３ インターネット接続回線 321 ＋47 インターネット接続回線 274

４ 健康食品 229 ＋21 健康食品 208

５ 固定電話サービス 159 ＋78 フリーローン・サラ金 120

〃 電気 151 ＋90 工事・建築 120

7 工事・建築 108 ▲12 固定電話サービス 81

8 フリーローン・サラ金 98 ▲22 テレビ放送サービス 78

9 ふとん類 80 ＋29 役務その他サービス 78

10 修理サービス 75 ＋12 ファンド型投資商品 76

○高齢者の相談割合が多い「電話勧誘販売」は176件の大幅増加となった。勧誘商品を見ると、

「インターネット接続回線」は昨年度に引き続き第１位、「電気」が２位となった。

○支払額１万円以上の件数は、19件増加し前年度のほぼ２倍となった。逆に平均支払額は1/3

程度に減少した。

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 30/29（％）

「電話勧誘販売」 相談件数 1,876 1,804 1,349 1,340 1,511 112.8

(件)

高齢者相談件数(件) 950 839 612 598 774 129.4

１位 ネット接続回線 ネット接続回線 ネット接続回線 ネット接続回線 ネット接続回線

２位 ファンド型投資商品 商品一般 商品一般 健康食品 電気

３位 商品一般 健康食品 健康食品 商品一般 固定電話

４位 健康食品 固定電話 鮮魚 固定電話 健康食品

５位 公社債 ファンド型投資商品 ファンド型投資商品 電気 商品一般

支払額1万円以上(件) 38 30 30 20 39 195.0

平均支払金額(千円) 1,083 1,535 6,462 649 212 32.7

＜参考＞高齢者の「インターネット接続回線」相談月別件数

区 分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

ネット接続回線件数 13 16 17 25 28 30 25 37 34 26 28 42

うち電話勧誘 12 11 13 18 23 20 19 28 24 18 22 33
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○「訪問販売」の相談件数は、「ふとん類」が第１位となった。支払額１万円以上は13件増加

たが、平均支払金額は2/3程度に減少した。

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 30/29（％）

「訪問販売」相談件数 1,262 1,160 1,189 1,067 862 80.8

(件)

高齢者相談件数(件) 500 513 529 468 425 90.8

１位 ふとん類 工事・建築 工事・建築 工事・建築 ふとん類

２位 商品一般 ふとん類 ふとん類 新聞 新聞

３位 工事・建築 新聞 修理サービス ふとん類 工事・建築

４位 新聞 ネット接続回線 商品一般 ネット接続回線 修理サービス

５位 修理サービス 修理サービス ネット接続回線 テレビ放送サービス 商品一般

支払額1万円以上(件) 111 120 151 100 113 113.0

平均支払金額(千円) 798 608 1,362 1,554 1,007 64.8

４ 特定の商品・役務等の相談状況

（１）商法・販売手口別

○「不当請求」は全体では減少しているが、65歳以上では400件余り増加した。

65歳以上ではこの他に「無料商法」と「利殖商法」が増加しているが、それ以外の手口は

は減少した。

高齢者
比  率

4,134 4,444 3,485 5,357 5,198 +1,872 ▲159

６５歳以上 842 777 685 1,713 2,116 40.7 +1,028 +403

517 497 372 290 276 ▲82 ▲14

６５歳以上 93 108 94 63 78 28.3 ▲31 +15

136 119 136 196 200 +60 +4

６５歳以上 20 13 23 27 17 8.5 +4 ▲10

271 102 91 139 175 +48 +36

６５歳以上 200 56 37 62 77 44.0 +25 +15

156 200 156 147 105 ▲9 ▲42

６５歳以上 79 98 82 75 56 53.3 ▲7 ▲19

315 304 318 175 85 ▲143 ▲90

６５歳以上 94 54 46 28 15 17.6 ▲18 ▲13

76 82 67 62 51 ▲5 ▲11

６５歳以上 41 41 28 39 19 37.3 +11 ▲20

47 61 78 48 44 ▲30 ▲4

６５歳以上 33 44 44 28 27 61.4 ▲16 ▲1

33 29 45 43 41 ▲2 ▲2

６５歳以上 20 18 34 34 34 82.9 ±0 ±0

H29年度区　　　分 H26年度 H27年度 H28年度 H30年度
増減
29-28

増減
30-29

不当請求

無料商法

サイドビジネス商法

利殖商法

点検商法

ＳＦ商法

次々販売

２次被害

当選商法



- 39 -

【参 考】高齢者からの相談事例（平成30年度）

電話勧誘販売 〜「通信料金が安くなる」という電話〜

＜８０代・男性＞

父が、通信事業者の代理店から「通信料金が安くなる」と電話で勧誘を受け、光回線契約を承諾した。

後日、父から「契約中の事業者からの案内だと勘違いして承諾したが、既に大手通信事業者の光回線契

約をしており、変更する必要がないので解約したい」と言われた。代理店へ解約の申し出をし、担当者

から解約の承諾をされたが、大手通信事業者へ連絡したら「事業者からキャンセルの連絡は入っていな

い。転用の予約がされている」と言われた。解約したいがどうしたらいいか。

訪問購入 〜不要な靴はないかと訪問されたが、指輪を買い取って行った〜

＜９０代・女性＞

買取業者が来て、「不要な靴を買い取る」と言うので了承した。しかし、事業者の目的は貴金属だっ

たようで、指輪を買い取って行った。契約する際、事業者は「指輪を返して欲しいようであれば、この

電話番号に連絡するように」と言っていたので、電話をしたが話を始めると電話が切れてしまう。契約

書はあるが、指輪を取り戻したい。どうしたらいいか。

健康食品 〜１回だけと思ったらまた商品が届くとメールがきた〜

＜７０代・女性＞

ネットで、生酵素を申し込んだ。商品が届いて代金を払い終わりと思ったが、事業者から「次回商品

発送の案内」とメールがきた。続けて購入する気はないので解約したいと思い、電話をすると「解約は

公式ＨＰから手続きするように」と案内が流れるが、ＨＰを見ても手続きの方法が見当たらない。どう

したらよいか。

架空請求はがき 〜期日までに連絡しないと原告側の主張が通る〜

＜６０代・男性＞

「特定消費料金に関する訴訟最終告知のお知らせ」という信書が届いた。書面には、「このまま連絡

がない場合は、原告側の主張が通り、給与、動産、不動産の差し押さえを強制的に執行する」というよ

うな文言が書いてある、どうしたらいいか。

＜６０代・女性＞

「総合消費料金に関する訴訟最終告知のお知らせ」という信書が届き、訴訟を起こすとか、財産を差

し押さえる等の記載がある。取り下げ期日が明日になっているが、どうしたらいいか。
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点検商法 〜「点検に行く」という勧誘電話がある〜

＜８０代・女性＞

高齢で一人暮らしの近所の人が、１０年前に布団を購入した業者から電話で「布団の点検に行きたい

ので、都合の良い日はいつか」と聞かれ、断ったが、また業者から電話があり、事業者が訪問して来た。

その人が、「必要ないので断る。帰ってくれ」と言い続け、やっと業者が帰った。今後、どうしたらい

いか。

ＳＦ商法 〜近所の空き店舗が会場〜

＜７０代・女性＞

近所の空き店舗を会場にして、催眠商法で商品を売っている事業者がいる。母は止めても毎日のよう

に通っていた。事業者から電話があり、「靴の注文を受け、出来上がったが引き取りに来ない。代金は

１０万円だ。はやく引き取りに来てほしい」というものだった。母は事業者の所に通い、日用品をもら

った後にいろいろな商品を勧められていたようだ。一度は断ったらしいが、業者から「解約はできない」

と言われたらしい。どうしたらいいか。

次々販売 〜何度もリフォーム工事の契約をさせられる〜

＜８０代・男性＞

高齢の親戚が、５年間で８件もの契約をし、屋根や外壁などの工事をしている。親戚は、事業者が訪

問して勧められると断れないようなので、数年前に今後の勧誘は断ることや何かあれば親戚の自分に連

絡することを了承してもらった。しかし、新たに別の工事の契約をしていた事が分かった。どうしたら

いいか。

当選商法 〜「当選しました。」というメールが届く〜

＜８０代・男性＞

ネット検索していたら、「簡単な質問に答えると５００円でスマホが買える。」という広告があった。

質問に答えると「当選しました。」とメールが来て、スマホの代金５００円の支払いをカード決済した。

しかし、決済されたがスマホは届かない。また、明細に身に覚えのない代金が計上されていた。詐欺に

あったのではないか。どうしたらよいか。

無料商法 〜無料で昆布を送るという電話がある〜

＜７０代・女性＞

先日、「お世話になったたので、無料で昆布を送ります。」と事業者から電話があった。無料という

ので、話をきいていたら、「正月用品を１万５千円でどうですか。」と聞かれた。要らないと電話を切

ったが、もしも商品が送られてきたらどうしたらいいか。断りたいが、連絡先が分からない。



- 41 -

参考資料３

新潟県内における「利殖商法」に関する相談状況について（30年度・全県）

（令和元年5月末現在での集計結果）

１ 「利殖商法」相談件数等について

（１）年度別相談件数

○「利殖商法」の相談件数は総数で36件、１万円以上の支払件数で24件それぞれ前年度に比

べ増加した。

○ 平均支払額は2/3程度に減少した。

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 30/29(％)

「利殖商法」総相談件数(件) 271 102 91 139 175 125.9
（前年差） (▲109) (▲169) (▲11) (＋48) (＋36)

支払額１万円以上(件) 45 37 36 84 108 128.6
（前年差） (▲20) (▲8) (▲1) (＋48) (＋24)

平均支払金額(千円) 3,892 4,861 8,415 7,048 4,304 61.1

（２）年代別・性別相談件数

○高齢者の相談件数は総数で15件、１万円以上の支払件数で16件それぞれ前年度に比べ増

加した。

○年代別では、50歳未満の男性と60代女性が最多、次いで70代女性。

○支払額１万円以上は70代女性が最多。次いで50歳未満男性、60代女性の順となった。

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 30/29(%)

65歳以上の相談件数(件) 200 56 37 62 77 124.2
（前年差） （▲41）（▲144）（▲19）（＋25） (＋15)

支払額１万円以上(件) 28 18 19 44 60 136.4
（前年差） （▲28）（▲10） （＋1）（＋25） (＋16)

相談件数に占める割合(%) 73.8 54.9 40.7 44.6 44.0

区 相談件数(件) 支払額１万円以上の件数(件)

分 ～50 50代 60代 70代 80～ 無回答 ～50 50代 60代 70代 80～ 無回答

男 36 12 14 14 9 7 18 7 8 13 6 2

女 17 5 26 23 8 4 8 3 19 20 4 0

（３）勧誘方法別の相談状況

○ 勧誘方法別では、通信販売が最多。次いでマルチ、訪問販売の順となった。

区 分
店舗 訪問 通信

マルチ
電話勧 訪問 その他 不 明

合計
購入 販売 販売 誘販売 購入 無店舗 無関係

「利殖商法」総相談件数（件） 2 19 51 37 12 0 2 52 175

65歳以上の相談件数 1 10 19 14 5 0 1 27 77
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（４）利殖商法における２次被害の相談状況

○２次被害は前年度から90件の大幅減少となった。このうち利殖商法は件数、支払額１万円

以上ともやや増加した。

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 30-29

２次被害相談件数(件) 315 304 318 175 85 ▲90

利殖商法 16 10 3 3 5 ＋2

支払額１万円以上 4 5 1 0 4 ＋4

２ 利殖商法での勧誘方法

（１）主な投資先

○ファンド型投資商品が約58％を占めている。

○勧誘商品の内容は仮想通貨、農園オーナー、情報商材、海外への投資など社会情勢を反映し

て多種多様。

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 構成比 30-29

総相談件数(件) 271 102 91 139 175 100 ＋36

公社債 48 4 6 1 0 0 ▲1

未公開株 2 3 1 5 6 3.4 ＋1

デリバティブ取引 10 8 8 3 10 5.7 ＋7

ファンド型投資商品 135 51 46 78 101 57.7 ＋23

分譲マンション 7 5 2 2 2 1.1 ±0

※ファンド：複数の出資者から資金を募り、その資金を元手とした事業/投資などを行って得られた利益を出資者
に配当する仕組み（集団投資スキーム）

（２）主な勧誘手口

区 分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 30/29
利殖商法 271 102 91 139 175 125.9

DM広告 23 2 2 1 7 700.0

劇場型 157 22 9 1 0 -

被害回復型 16 10 3 3 5 166.7

代理購入型 11 1 0 0 0 -

○電話勧誘やSNSの広告等をきっかけに、「被害回復型」、「劇場型」など様々な形態で悪質

勧誘。
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【参考】「利殖商法」に関する相談事例（30年度）

訪問販売 〜事業者が来て「この商品は元本割れしない」と言われ契約〜

＜７０代・男性＞

父が苺栽培棚のレンタルオーナーの契約をし、１００万円を事業者に支払っていたことがわかった。

「数か月前に、事業者がきて『この商品は元本割れしない』と言われたので契約をした」という。契約

金は、既に払ったが、その事業者は以前にも外国の地上権の勧誘に来ていた。父は騙されたという認識

はなかったが、返金して欲しいと言っている。支払ったお金を返金して欲しい。どうしたらいいか。

通信販売 〜スマホにショートメッセージが届く〜

＜３０代・男性＞

スマホに「スキル不要、努力なしで月１００万円稼げる」というショートメッセージが届いたので、

事業者とＳＮＳで連絡を取るようになった。事業者の動画を見て、２０万円の情報商材をネットで申し

込み、代金を振り込んだ。情報商材は内容も難しくて理解できなかった。払ったお金は親族やカード会

社から借りたものだ。お金を返して欲しい。事業者の所在地はわからないし、メールを送信してもエラ

ーになる。どうしたらいいか。

仮想通貨 〜仮想通貨を購入すると利息が付く〜

＜２０代・男性＞

ネットで仮想通貨を検索し、ＳＮＳで知り合った友人に誘われセミナーに参加した。担当者から「仮

想通貨を購入すると利息が付き、その利息分の別の仮想通貨が毎月もらえる。更に、「友達を勧誘する

と報酬がもらえる。お金がなければ消費者金融から借りればいい」と説明を受け、業者から派遣されて

きた人と消費者金融へ行き２０万円を借り、持っていた現金と合わせ３０万円を渡し申し込んだ。不審

に思いメールと電話で事業者に解約を申し出たが、解約を引き留められた。どうしたらいいか。

農園への投資 〜解約したいが連絡がない〜

＜７０代・女性＞

以前農産品を購入した事のある通販事業者から、「農園のオーナーになると高配当が得られる。」との

ＤＭが届き、申し込んだ。これまでは配当が振り込まれていたが、昨年末「配当が遅れる。」と連絡が

あり、その後、「支払いがさらに遅れる」と連絡があった。３００万円ほど出資しているが、不審に思

い、解約通知を送付したが返信がない。電話も混み合っていて繋がらない。契約は全て解約したいが、

どうすればよいか。
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海外への投資 〜高額な配当がつくと勧誘〜

＜５０代・男性＞

数か月前、「海外の地上権を購入すると高額な配当がつく。」と電話があり、事業者の代理店が自宅に

きた。その後数回に分けて３００万円を支払い、これまでは配当金が毎月３万円程振り込まれていた。

しかし、友人から「それは詐欺だ。」と言われた。自分の預金をほとんど預けてしまったので、解約し

て３００万円を返金してほしい。どうしたらいいか。

情報商材 〜友人に勧められたが全く儲からない〜

＜３０代・男性＞

友人から「儲かる話がある」と誘われて話を聞いた。「指示通りやれば儲かる情報商材がある。他の

人も勧誘し、契約締結になればマージンが入る。」と言われ、３０万円の情報商材を勧められた。高額

で払えないとを言うと「サラ金から借りればいい。」と言われ、サラ金から借り入れをして会員登録し

た。メールが届いたが英語でわからず、指示通りにやっても全く儲からない。事業者は海外にあるよう

だが、所在がわからない。契約書面も何も受け取っていない。返金してほしい。

加工食品のオーナー制度 〜出資したが配当が途切れる〜

＜６０代・男性＞

親戚から「通信販売の加工食品のオーナー制度に投資しないか。」と勧められ、加工食品のオーナー

や太陽光発電等に３００万円程投資した。昨年末までは、配当があったが、それ以降は全く配当がない。

事業者からは「６月以降に配当する。」という信書は届いたが、振込みはない。電話をしても繋がらな

かった。今後どうしたらいいか。

儲かるアプリ 〜アプリを購入したものの応答がない〜

＜７０代・男性＞

ネットで見つけた金融コンサルティングと名乗る業者から、親戚が「儲かる株の投資」アプリを購入

し、現金８万円を業者の口座に入金した。手順は「８万円を業者に支払いアプリを購入する。それから、

さらに業者へ３万円を支払い株取引の口座を開設する。その後、３万円を業者へ支払い、株の取引を始

める」となっていた。親戚は口座の開設にあたり、業者へ電話をかけたが、応答が無いと言う。騙され

たと思う。業者の住所等、詳細は不明。どうしたらいいか。



　〒950-0994　   新潟市中央区上所2丁目2番2号〔新潟ユニゾンプラザ1階〕
　☎   （相談） 025-285-4196  　　（事務） 025-281-5516     （FAX） 025-281-5517   

　 　 　（テレフォンサービス）025-285-7000

〔商品テスト室〕
  〒950-2144   　新潟市西区曽和314番地1　　新潟県保健環境科学研究所内
  ☎ 025-263-9415　　　（FAX） 025-263-9410

［バ ス 利 用］　 新潟駅万代口バスターミナルのりば8番

　　　　　　　　　●水島町経由美咲合同庁舎行

　　　　　　　　　●県庁前経由西部営業所行

　　　　　　　　　●県庁前経由曽野木ニュータウン・嘉木・酒屋車庫・小須戸行

　　　　　　　　　●幸西・上所経由ユニゾンプラザ前・女池愛宕行

 　　　　　　　　 「ユニゾンプラザ前」下車

［タクシー利用］　新潟駅から県庁方向へ約１０分

［自動車利用］　新潟バイパスの女池又は桜木インターから約１０分

県内の消費生活センター・消費生活相談窓口一覧　

新潟県消費生活センター

このほか、市町村の消費生活相談窓口をご利用ください。

交通のご案内

名  称 電話番号 名  称 電話番号 

新潟県消費生活センター 025-285-4196 村上市消費生活センター 0254-53-2111 

新潟市消費生活センター 025-228-8100 燕市消費生活相談窓口 0256-77-8302 

長岡市消費生活センター 0258-32-0022 糸魚川市消費生活相談窓口 025-552-1511 

上越市消費生活センター 025-525-1905 妙高市消費生活相談窓口 0255-74-0042 

三条市市民なんでも相談室 0256-34-5553 五泉市消費生活センター 0250-47-4578 

柏崎市消費生活センター  0257-23-5355 阿賀野市消費生活相談窓口 0250-62-2510 

新発田市消費生活センター 0254-28-9110 佐渡市消費生活センター 0259-57-8143 

小千谷市消費生活相談窓口 0258-83-3516 魚沼市消費生活センター 025-792-8844 

加茂市消費生活相談窓口 0256-52-0080 南魚沼市消費生活センター 025-772-2541 

十日町市消費生活センター 025-757-3740 胎内市消費生活相談窓口 0254-43-6111 

見附市消費生活相談窓口 0258-62-1700 聖籠町消費生活センター 0254-27-1958 

 


